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地震本部のしごと
高感度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会
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第６１回調査観測計画部会（平成２５年１０月４日開催）

「現在敷設が進められている日本海溝海底地震津波
観測網のデータも利用可能であると仮定した場合の

強震モニタの様子」
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●９月20日に福島県浜通りでマグニチュード
（M）5.9の地震が発生した。この地震により、
福島県で最大震度５強を観測し、被害を生じた。

北海道地方
目立った活動はなかった。

９月15日に福島県会津の深さ約10kmで
M3.5の地震が発生した。この地震の発震機構
は北西－南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層
型で、地殻内で発生した地震である。
９月20日に福島県浜通りの深さ約15kmで
M5.9の地震が発生した。この地震の発震機構
は北西－南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層
型で、地殻内で発生した地震である。

東北地方
●

●

主な地震活動

北海道地方
各地方別の地震活動

特に目立った地震活動はなかった。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

①　　

②
　
③

①

東北地方

９月中に、「平成23年（2011年）東北地方太
平洋沖地震」の余震域内ではM5.0以上の地震
が１回発生した。また、最大震度４以上を観測
した地震が４回発生した。
以下の③の地震活動は、東北地方太平洋沖地
震の余震域内で発生した。
９月15日に福島県会津でM3.5の地震（最大
震度４）が発生した。
９月20日に福島県浜通りでM5.9の地震（最
大震度５強）が発生した。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

N=1194

N=3708

９月４日に鳥島近海の深さ約450kmでM6.8
の地震が発生した。この地震の発震機構は太平
洋プレートの傾斜方向に圧力軸を持つ型で、太
平洋プレート内部で発生した地震である。
９月９日に茨城県北部の深さ約10kmで
M4.4の地震が発生した。この地震の発震機構
は東西方向に張力軸を持つ正断層型で、地殻内
で発生した地震である。
９月13日および30日に、茨城県沖の深さ約
50kmで、ともにM4.4の地震が発生した。13
日の地震の発震機構は、西北西－東南東方向に
圧力軸を持つ型、30日の地震の発震機構は、北
西－南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、いず
れも太平洋プレートと陸のプレートの境界で
発生した地震である。
東海地方のＧＮＳＳ観測結果等には、東海地震
に直ちに結びつくとみられる変化は観測され
ていない。

関東・中部地方
●

●

●

●

目立った活動はなかった。
近畿・中国・四国地方

目立った活動はなかった。
九州・沖縄地方

N=1194



９月９日に茨城県北部でM4.4の地震（最大震
度４）が発生した。
９月13日に茨城県沖でM4.4の地震（最大震
度４）が発生した。
９月30日に茨城県沖でM4.4の地震（最大震
度４）が発生した。

９月４日に鳥島近海でM6.8の地震（最大震度
４）が発生した。

①

②

③

（上図範囲外）

関東・中部地方 九州地方

近畿・中国・四国地方
N=2629

N=5292

沖縄地方

特に目立った地震活動はなかった。
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地震調査 詳しくは、ホームページ　[http://www.jishin.go.jp/]　をご覧ください。

N=2569

特に目立った地震活動はなかった。

   

N=1468

　特に目立った地震活動はなかった。
（上記期間外）
　10 月３日に奄美大島近海でM5.1 の地震
　（最大震度３）が発生した。

注： 地形データは日本海洋データセンターの
　　J - EGG500、米 国 地 質 調 査 所 の
　　GTOPO30、及び米国国立地球物理データ            
　　センターのETOPO2v2を使用

注： 〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央
　　地域名である。
　　ＧＮＳＳとは、ＧＰＳをはじめとする
　　衛星測位システム全般をしめす呼称である。

10月３日に奄美大島近海でM5.1の地震が発生
した。

補足
●

［文中の地震はM6.0以上または最大震度４以上、陸域でM4.5以上
かつ最大震度３以上、海域でM5.0以上かつ最大震度３以上、その他、
注目すべき活動のいずれかに該当する地震。］　  気象庁・文部科学省
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政策委員会

調査観測計画の見直しについて

1. はじめに

　地震調査研究推進本部（以下、地震本部）は、
阪神・淡路大震災を契機に制定された地震防災
対策特別措置法に基づき、地震調査研究を政府
として一元的に推進することを目的として設置
されました。同法には、地震本部の所掌として、
「地震に関する総合的な調査観測計画を策定す
ること」が定められています。これを受けて、
政策委員会の下に調査観測計画部会を設置し、
必要な検討を進めてきました。
　同部会での審議を基に、「地震に関する基盤的

　地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会（部会長：平原和朗京都大学大学院理学研究科教
授）では、現在、「地震に関する総合的な調査観測計画」の見直しについての議論を行っているところです。
以下では、これまでに策定された調査観測計画の内容や見直しの議論の状況等について説明します。

図１　調査観測計画の現状

調査観測計画」（平成9年）、「今後の重点的調査
観測について」（平成17年）、「新たな活断層調査
について」（平成21年）等の調査観測計画を策定
し、これらに基づき、各機関において地震に関
する調査観測を推進してきました。
　しかしながら、東日本大震災の発生を受けて
様々な課題が浮き彫りとなったことや、その教
訓に基づき、政府全体の地震調査研究の方針で
ある、新総合基本施策が平成24年度に改訂さ
れたことから、調査観測計画についても内容の
見直しを行うこととし、平成24年度から調査
観測計画部会において見直しの議論を行ってい
ます。
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3. 今後に向けて

　これまでに開催した部会では、関係機関か
ら調査観測の現状や課題についてのヒアリン
グを行うとともに、新総合基本施策の項立て
に沿って、各項目について順次議論を行って
きたところです。今回の見直しでは、新総合
基本施策等を踏まえて、調査観測に求められ
る観点や、それに基づく観測項目やその内容、
対象地域等について、見直すべき部分がない
か議論を行っています。今後も、引き続き議
論を行い、報告書としてとりまとめを行う予
定です。

  参考

これまでに策定された調査観測計画の報
告書はこちらをご覧ください。
http://www.jishin.go.jp/main/p_hokokukaigi01A.htm

これまでに開催された調査観測計画部会
の資料はこちらをご覧下さい。
http://www.jishin.go.jp/main/seisaku/kansoku.htm

2. これまでに策定された
　 調査観測計画の内容

　図1はこれまでに策定された調査観測計画の
内容をまとめたものです。上側の青色の部分が
平成９年に策定され、平成13年に見直しが行
われた「基盤的調査観測計画」の部分です。基盤
的調査観測では、被害の軽減と地震現象の理解
を目指して、「長期的な地震発生の可能性の評
価」「地殻活動の現状把握・評価」「地震動の予測、
津波予測の高度化」「地震に関する情報の早期伝
達等のための基盤的データの提供」の四つを目
的として設定しています。図1の青色の部分の
左側の枠の中にある、『地震観測』『地震動観測』
『GPS連続観測による地殻変動連続観測』『活断
層調査』が「基盤的調査観測として推進するも
の」に位置づけられました。これに基づき、
Hi-net等の地震計の整備や主要活断層帯の調査
等が各機関によって推進されてきました。一方
で、青色の右側の箱は、「基盤的調査観測の実施
状況を踏まえつつ、調査観測の実施に努めるも
の」として位置づけられ、これに基づき、ケー
ブル式海底地震計による地震観測や海底地殻変
動観測等が推進されてきました。
　図1の下側の黄色の部分は、「重点的調査観測」
の部分になります。これは、平成１７年に作成
された「全国地震動予測地図」において、相対的
に強い揺れに見舞われる可能性が高いと判断さ
れた地域の特定の地震を対象として重点的調査
観測体制の整備を推進するものです。黄色の部
分の左側が活断層で発生する地震を対象とした
もので、調査対象の活断層としては13断層帯
が指定されています。また、右側が海溝型地震
を対象としたもので、3つの領域が指定され、
調査観測が進められてきました。「基盤的調査
観測」と比較して、より稠密な調査観測や多様
な調査観測項目による調査観測を行うこととさ
れています。これに基づき、「重点的調査観測」
としては「宮城県沖地震における重点的調査観
測」や「上町断層帯における重点的な調査観測」
などが実施されてきました。
　また、図1の左側のピンク色の部分は、活断

層の調査方針について、その後追加で示された
ものです。これに基づき、沿岸海域や短い活
断層等の調査が行われています。また、左下
の緑色の部分については、基盤的調査観測等
の結果の流通や公開について示されたものに
なります。これに基づき、調査観測の結果を
各機関のホームページで公開するなどの取組
を推進しています。

第６１回調査観測計画部会（平成２５年１０月４日開催）
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独立行政法人　防災科学技術研究所

強震モニタ
 ―――「揺れ」の連続データを防災に活かす試み―――

1. はじめに
　皆さんは、日本列島の「今の揺れ」を見ることができるのをご存じでしょうか。防災科学技術研究所（以下、防災科研）が提供する「強震モニタ」は、インターネット
を介して、いつでも誰でも、観測されている地面の揺れをリアルタイムで見ることができるシステムです。

（http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/）

2. 強震観測
　防災科研は、地震調査研究推進本部が推進する基盤的調査観測の一環として全国に約2000点の地震観測点を設置・運用しており、そのほとんどに強震計（被
害を及ぼすような強い揺れを観測するための地震計）が配備されています。大地震はごく稀にしか起こらないため、強震観測は従来その多くが強い揺れが発
生したときにだけ動作し現地にデータを蓄積するイベントトリガー方式により行われていました。これらのデータは、被害の原因の究明や震源過程解析など
事後検証的に活用され、耐震工学や地震ハザード評価などを通じて将来の震災軽減に役立てられてきました。近年の観測技術の発展により、限定的ながら強
震観測を連続化することが可能となり、今起こりつつある震災の軽減に直接貢献できるようになりました。

図１ 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の際の強震モニタの様子を、観測データをもとに後日再現したもの。

地震発生後約 26 秒後 地震発生後約 27 秒後 地震発生後約 30 秒後 地震発生後約 50 秒後

地震発生後約 80 秒後 地震発生後約 120 秒後 地震発生後約 160 秒後 地震発生後約 200 秒後

地震発生後約 26 秒後 地震発生後約 27 秒後 地震発生後約 30 秒後 地震発生後約 50 秒後

地震発生後約 80 秒後 地震発生後約 120 秒後 地震発生後約 160 秒後 地震発生後約 200 秒後



2013.10　地震本部ニュース　7

青井　真（あおい・しん）
独立行政法人防災科学技術研究所 観測・予測研究領域
地震・火山防災研究ユニット 地震・火山観測データセ
ンター長。京都大学理学部卒業、同大学院理学研究科
博士課程修了、博士（理学）。専門は、地震観測・強
震動地震学・数値シミュレーション。1996年防災科
学技術研究所に入所、2010年より現職。地震観測網
運用の統括、地震や津波に関するリアルタイム防災情
報の研究、波動伝播に基づく地震動の大規模数値計算
手法の開発に従事。

　  4. 今後の展望
　緊急地震速報は、地震規模と位置をいち早く推定し大きな震度が予想
される場合に報知を行う技術で、強い揺れが到来する前に警報を発する
ことができるという意味で画期的です。一方で、緊急地震速報のように
震源情報に立ち戻る手法は、巨大地震時やほぼ同時に複数の地震が発生
する場合などに推定震度に大きな誤差が生じたり、震源近傍域において
警報が間に合わないなどの問題もあります。強震モニタのように、実際
に観測される「揺れ」の連続データを可能な限り迅速に活用する技術はこ
れと対極を成すものです。緊急地震速報のように強い揺れの到着前に入
手可能なものではないですが、推定値ではなく確定値であるため誤差要
因が少ないという特徴を有しています。これら２つの技術は相補的なも
のですので、片方を選択するのではなくお互いに補う形で活用するため
の研究が重要です。
　現在の強震モニタは、防災啓発的な意味合いでは大いに役立っていま
すが、インフラや機械の制御、避難などの防災行動に直接結びつくとこ
ろまでは残念ながら至っていません。その主たる理由は、現在は画像の
みの配信であり、数値によるデータ配信を行っていないためです。リア
ルタイムでの「揺れ」の連続データを真に防災に役立てるためには、多数
に対する大規模かつ確実な配信が必要ですが、これまでにない試みであ
るため、研究的に非常にチャレンジングなものです。その要望は多く、
実現されれば新たな強震観測データの利活用の道が開けます。特に、緊
急地震速報と組み合わせることにより、迅速性と確実性を兼ね備えたこ
れまでにはないシステムの構築が可能となると期待されます。そのため
にも、より多くの強震観測が連続化されることが望まれます。

図2 東北地方太平洋沖地震のシミュレーションデータをもとに、（左）陸域の観測データのみを用いた場合と、（右）現在敷設が進められている日本海溝海底地震 
　　 津波観測網のデータも利用可能であると仮定した場合の強震モニタの様子。

　  3. 強震モニタ
　強震モニタは、観測点から1秒毎にパケットで伝送されてくるリアル
タイム震度などの強震動指標を、観測点毎に小さなシンボルで画像化し
た地図を1秒ないし2秒に一枚配信することで、動画のように日本列島
の地震動を見せるシステムです。さらに、2013年10月に公開した新
強震モニタでは、地震が起こり気象庁の緊急地震速報が発報されたとき
には、その諸元（震源位置およびマグニチュード）から推定される震度分
布、震源の位置(×印)、P波（青）およびS波（赤）の到達範囲を表す2つの
同心円が重ねて表示されます。
　図1は、2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の際の強
震モニタの様子を再現したものです。宮城県付近で揺れが始まり、それ
が南北に広がり、3分間以上の時間をかけて東北から関東北部までの太
平洋側に非常に強い揺れが広がった様子が見てとれます。また、緊急地
震速報による震源や推定震度などが時間と共に更新されながら表示され
る様子が見て取れます。これまで地震観測により得られるデータは研究
者や技術者などの専門家にとっては貴重なものであっても、一般の人に
とっては親しみにくいものでした。強震モニタは、地震波が面的に広が
る様子を視覚的に捉えることができ、推定値ではなく観測された値が生
に近い形で提供されるという信頼感があり、地震に関して特段の専門知
識を持たない人でも興味を持つように工夫されています。東北地方太平
洋沖地震の後、多くの余震が発生したことから強震モニタへの注目が高
まりました。最初に公開された2008年8月には数十人程度の閲覧しか
ありませんでしたが、今では大きな地震の発生直後には数万人にのぼる
同時アクセスがあります。現在、防災科研が整備を進めている房総沖か
ら東北及び北海道の沖合に至る日本海溝海底地震津波観測網などの海域
における観測データが利用可能になると、より早く確実に当該地方の海
溝型地震の揺れを表示することが可能になるでしょう（図２）。
　新強震モニタの開発にあたり、2012年度後半の約半年間、合計約
4000名の参加者を対象に実験公開を行い、アンケート調査を行いまし
た。調査結果では過半数の方が「日に1 回以上」閲覧しており、四分の三
以上の方が強震モニタの導入により防災意識が向上したと回答していま
す。また、「普段から地震のことを気にするようになった」や「大きく揺れ
出すまでに対応行動がとれると思うようになった」という回答が多く、
強震モニタを利用し常時揺れの状況や緊急地震速報による情報を表示す
ることで日頃からの防災意識の向上に役立っていることが明らかになり
ました。
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地震調査

高感度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会
　地震調査委員会は、月例の委員会を開催し、全国
の地震活動の現状について関係機関の観測データ
を分析し、これに基づき総合的な評価（現状評価）
をとりまとめ、即日公表しています。この地震活動
の評価や地震調査研究の基礎をなす、高感度地震
観測データの一元化処理

※

をより円滑に進めるた
め、地震調査委員会の下に「高感度地震観測データ
の処理方法の改善に関する小委員会」が平成25年
6月11日に設置されました。
　主な審議内容は、高感度地震観測データの品質
や、その処理・解析方法の改善・高度化等について
の検討などです。6月25日に第1回が開催されて

　皆さんは地震による揺れを体で感じた場合、TV
などを通じて「震度○○」といった情報を目にする
機会があるかと思いますが、実は人間が感じること
ができないような非常に小さな地震（微小地震）と
いうものも数多く発生しています。この小さな地震
を捉えることができるのが高感度地震計です。
　現在、高感度地震計は、全国で偏りなく微小地震
を検知できるよう、15～20km間隔を目安とし
て、独立行政法人防災科学技術研究所、国立大学法
人、気象庁などにより、全国に1200ヵ所以上設置
されています。また、これらの観測データは一体的
な観測ネットワークを構築しているので、すべて
のデータはリアルタイムで相互に流通しているほ
か、防災科学技術研究所のwebサイトにおいても
公開されています。
　では、この高感度地震観測によって何がわかる
のでしょうか？例えば、震源の位置や断層がどの
ように動いたかといった地震の発生メカニズムを
高い精度で推定することができるようになります。

その結果、今、どのような地震活動状況なのか、
地下がどのような構造になっているか、地下にか
かる力がどうのようになっているかといった様々
な情報を得ることができます。これらの情報は地
震本部における毎月の地震活動の評価や、地震の
将来の発生予測（長期評価）などに用いられるほ
か、各機関における業務や研究活動にも用いられ
るなど、様々な地震調査研究を支えています。

地震本部のしごと

高感度地震計の配置

以降、これまで、高感度地震観測データ処理の現状
を確認し、関係機関に高感度地震観測データの利
活用状況について聞き取り調査を行うなどして、
議論を進めてきました。
　これらの議論を踏まえ、平成25年度内に、地震
活動評価等に求められる品質、処理・解析方法の改
善・高度化等についての報告が取りまとめられる
予定です。

※一元化処理　

地震防災対策特別措置法の趣旨に則り、気象庁が文部科学省
　と協力して関係機関の観測データをリアルタイムで収集し、
　地震波形の分析や震源決定等を一元的に行う処理のこと。
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高感度地震計
（2013年3月末現在、地震調査研究推進本部調べ）

国立大学法人
防災科学技術研究所
海洋研究開発機構

国土地理院
気象庁
産業技術総合研究所
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